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計画の基本的な考え方 

1 計画策定の背景・趣旨 

わが国においては、少子高齢化の急速な進行や、女性の社会進出に伴う更なる共働

き世帯の増加、地域のつながりの希薄など、子ども・子育てを取り巻く課題への解決

が求められています。 

小平市では、これまで、市民の多様な保育・子育て支援ニーズに応え、子ども・子

育て支援を総合的、計画的に推進するため、平成 24年 8月に成立された子ども・子

育て支援法に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画として、計画期間を平成 27

年度～令和元年度とした小平市子ども・子育て支援事業計画（以下、第一期計画とい

う。）を策定し、子育て関連事業を推進してきました。 

全国的には少子化傾向にあるものの、本市においてはこれまでの間、高まる保育ニ

ーズに対応すべく保育施設の整備、共働き世帯の増加等に伴う学童クラブの新設、 

保護者の子育てへの不安を解消するための子ども広場事業や乳児家庭全戸訪問事業な

どを第一期計画に基づき、事業を展開してきました。 

この第一期計画が令和元年度末をもって終了することから、市民の子育て支援に関

するニーズを把握し、本市の現状と課題を再度、分析・整理し、これまでの取組や成

果を踏まえて、令和２年度から６年度までの５年間を計画期間とした第二期小平市子

ども・子育て支援事業計画を策定します。 

今後も子どもが健やかに成長でき、保護者が安心して子育てできる環境づくりをさ

らに進め、地域全体で子育て家庭を支えられる「子ども・子育て支援事業」を総合的

かつ計画的に展開していきます。 
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2 計画の位置付け 

① 本計画は、子ども・子育て支援法第 61条に基づく市町村子ども・子育て支援

事業計画です。 

② 本計画は、すべての子どもの良質な成育環境を保障し、子育て家庭を社会全体

で支援することを目的として、子ども・子育て支援関連の制度と財源を一元化し

て新しい仕組みを構築し、「質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提供」、「保育

の量的拡大と確保」、「地域の子ども・子育て支援の充実」を目指すものです。 

③ 本計画は、子どもが健やかに成長する環境の整備や、市民の子育てニーズに対

応できる子育て支援サービスの提供について、地域と一体となって取り組むため

の指針となるものです。 

また、計画の一部を、次世代育成支援対策法に基づく市の次世代育成支援行動

計画に位置付けます。 

④ 本計画は、「小平市第三次長期総合計画基本構想」（平成 18年度～令和 2年

度）、「小平市第四期地域保健福祉計画」（平成３0年度～令和８年度）、「小平アク

ティブプラン 21（第三次小平市男女共同参画推進計画）」（平成２9年度～令和 3

年度）などの関連計画と整合性を図っています。 

 

3 計画の期間 

本計画は、令和 2（2020）年度を初年度とし、令和 6（2024）年度までの 5 年

間を計画期間とします。 

年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 ・・・ 
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4 計画の策定方法 

① 本計画の策定に先立ち、就学前児童の保護者と就学児童（小学 1年生～6年

生）の保護者の子育ての現状やニーズ、日常生活などの実態を把握し、計画に反

映させるため「小平市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」（以下、「ニーズ

調査」という。）を実施しました。 

■調査概要■ 

調査方法 郵送配布－郵送回収法 

調査期間 平成 30 年 12 月 7 日（金）～平成 31 年 1 月 5 日（土） 

回収状況 

調査の種類 配布数 回収数 回収率 

就学前児童 2,000 1,154 57.7％ 

就学児童 

（小学１年生～６年生） 
2,000 1,131 56.6％ 

 

② 本計画は、市内在住の子育て中の保護者、子ども・子育て支援に関わっている

団体、学識経験者などで構成する「小平市子ども・子育て審議会」で審議を重

ね、その意見を踏まえて、策定しました。 

 

③ 本計画の素案に対する市民意見公募手続（パブリックコメント手続）を、令和

元年○月○日～○月○日の期間で実施しました。市民や子ども・子育て支援関係者な

どからの意見を広く募集し、収集した意見は、計画策定に当たって参考にしまし

た。 

 

5 計画の対象 

本計画の対象は、子ども・子育て支援法に基づき、国の基本指針を踏まえ、就学前

児童、就学児童（小学 1年生～6年生）及びその保護者（子育て家庭）としました。 
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